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個々の国の経済を，自然環境が持続的な被害を受けないように組織することが可能かど
うかは，最近ますます緊急の問題となっている。経済政策と環境政策はもはや別個のもの
ではなく，ますます統合された政策領域として考えられるようになっている。このような
1)この論文の翻訳は， 日本における環境勘定・環境経済計算の厳論のための一資料と
して役立つようにと，シュターマー博士（ドイツ連邦統計局）から直接依頼を受け
た良永康平がおこなったものである。同氏はコンサルタントという形で国連統計局の
SEEA (暫定版）起草に参加された。本稿のもともとの原稿は， "Wirtschaft und 
Statistik", 7 /1992, S. 577ffに掲載されている。
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傾向は， 1992年6月にリオ・デ・ジャネイロで開かれた環境と発展に関する国連会議をみ
ても明らかである。
調整された経済・環境政策は，環境と経済の間の相互関係や，この相互関係への経済及
び環境政策の影響に関する情報を前提としている。したがって最近では，官庁統計もこの
必要性を考慮し，経済と環境に関する統計もできる限り一つの統合されたデータシステム
と結合することが強く要請されている2)。連邦統計局はこの要求をさまざまな方法で考慮
に入れている。 80年当初より，国民経済計算への環境サテライトシステムの作成に取り掛
かっており，そこでは国民経済に関する情報を環境に関連したデータで補うようにしてい
る3)。 1989年以来この研究は，環境経済計算と呼べるような概念的にはさらに包括的な情
報システムに設定されている0。連邦統計局による経済及び環境報告の統合されたシステ
ムの国際的な考察は， とりわけ国連の環境・経済統合勘定ハンドブック作成のために派遣
されたC.シュターマーによっておこなわれてきた。 P.バーテルムス， G.ハマー ， J.v. 
トンゲルン，その他の専門家の緊密な協力のもとに， 1992年5月に完成されたこのハンド
ブックの草稿は5), 国連統計局によって前述のリオの会議に提出され，環境・経済統合報
告の領域における国際的勧告のための基礎を提供している6)。 このハンドブックの草稿
2) Junkernheinrich, M/Klemmer, P. (Hrsg) "Oko!ogie und Wirtschaftswachs-
tum,, in Zeitschrift far angewandte Umweltforschung, Sonderheft2/1991. 及
び Bundesministerfir Umwelt, Naturschutz und Reaktorsicherheit (Hrsg) 
"Umweltiikonomische Gesamtrechnung-Stellungsnahme des Beirats Umweltiiko-
nomische Gesamtrechnung beim Bundesminister Jar Umwelt, Naturschutz und 
Reaktorsicherheit zur Konzept幻nund zu Entwicklungserfordernissen des Vor-
habens des Statist応chenBundesamtes", ~onn 1992. を参照されたい。
3) Reich, U. P./Stahmer, C., u. a.: "Satellitensysteme zu den. Volkswirtschaft-
lichen Gesamtrechnungen", Band 6 der Schriftenreihe Forum der Bundes-
statistik, Stuttgart/Mainz 1988及び Sta血 er,C. : "Umwelt-Satellitensystem 
zu den Volkswirtschaftlichen Gesamtrechnungen" in Allgemeines Statistisches 
Archiv, Heft 1/1988, S. 58f. を参照。
4) Radermacher, W.: "Konzept fir eine Umweltokonomische Gesamtrechnung 
des Statistischen Bundesamtes" in WiSta 7/1992, S. 411ff. も参照。
5) United Nations, Department of Economic and Social Development, Statistical 
Division: "Handbook of National Accounting: Integrated Environmental and 
Economic Accounting'', Interim version, New York 1992. 
6) Statistiches Bund蕊amt(Hrsg.): "Statistikprogramm der Rio-Konferenz" 
in Wista 8/1992, S.487f. 参照。
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は，まずさまざまな国でテストされることを意図している。それから約2年間で最終的な
草稿を提出するために，テストの際に蓄えられた経験は，さらに構想に関する討議結果と
ともに役立てられる。
この論文では，国連のハンドブックの草稿に記されている経済と環境の統合勘定の構想
を要約する叫構想の展望（第1節）の後，予定されている統計システムの個々の構成段
階に入ってゆく（第2節）。第3節では， 予定されている統計システムの特にドイツにお
ける実現可能性について，簡単に触れる。その際，環境・経済統合勘定を，より包括的に
設計されている連邦統計局の環境経済計算へ適応させる可能性についても触れる。
1. 構想の概観
環境・経済統合勘定の構想は，国連ハンドプックのSystemfor Integrated Environ-
mental and Economic Accounting (SEEA)の中で説明されている。 SEEAは国民経
済計算に対するサテライトシステムである。サテライトシステムとは，国民所得勘定，産
業連関表，国民貸借対照表，資金循環表といった国民経済計算本来のコアシステムを，特
定の社会的に重要なテーマ領域に関する情報で補うようなデータシステムである8)。教育
や研究，保健制度，社会保護，環境保護といった政府の課題領域だけでなく，従来国民経
済計算では経済活動の記述に組み入れられてはこなかった家計の生産や環境の使用といっ
た非市場的な経済過程の記述なども，このサテライトシステムに属している。サテライト
システムの構想は，一方で国民経済計算のコアシステムと密接な関連があり，他方で特定
のテーマ領域に合わせて別の構想が利用可能なように設計される9)。 このアプローチで
は，コアシステムとサテライトシステムとの間の次のような分業を目指している。すなわ
7) Hammer, G./Stahmer, C.: "lntegrierte Volkswirtschaftliche und Umwelt-
gesamtrechnung" in Zeitschrift fur Umweltpolitik und Umweltrecht, Heft 
1/1992, S. 85f.; Heft 2/1992, S. 237f. の詳細な説明も参照。
8) United Nations: "System of National Account (SNA), Chapter XXI: Satellite 
Analysis and Accounts", Provisional ST/ESA/STAT/SER. F2/Rev. 4, New 
York, July 1992. 
9) Reich, U. P./Stahmer, C., u. a.: "Satellitensysteme zu den Volkswirtschaft-
lichen Gesamtrechnungen", a. a. 0.; Schafer, D./Stahmer, C.: Conceptual 
Considerations on Satellite System" in R, 函ewof Income and Wealth, Series 
36, Number 2, 1990, S. 167f. 
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ちコアシステムの数値は，さらに確定的な方法で，特に短期及び中期の経済発展の観測と
分析のために引用できるが，長期的に重要で，特定のテーマ領域のより詳細な分析のため
には，コアシステムとの関連はもちろん維持しつつも，より柔軟性のあるサテライトシス
テムが構想される。
環境サテライトシステムの SEEAの記述対象は，経済と自然環境の相互関係である。
その記述の重点は，経済活動とさまざまな形態での環境の使用に置かれている。それに対
して自然環境の完全な記述は断念されている。それは経済的な環境の使用及び負荷のより
正確な把握にとって，必要不可欠と思われる場合に限って引用されるに過ぎない。
記述対象の時間的及び空間的な限定は特に困難である。根本的にはたとえば1年とい
った特定の期間の経済活動による環境の使用のみが記述される。それによって，当該の報
告期間に関する伝統的な国民経済計算の経済データとの連結が可能となる。しかしさまざ
まな形態による経済的な自然環境の使用と関連する環境の負荷の評価のためには，そして
環境使用の評価に利用するためには，経済が自然環境に与える将来及び過去の影響を含め
ることが必要不可欠である。空間的関連についても同様に困難である。原則的にはここで
も，国民経済計算と同様に，特定の国あるいは特定の地方の領域が基礎に置かれる。それ
に対応して，その他の世界はさしあたり国境を越えるような事象の記述によってのみ含め
られる。このような狭義の槻点は基本的には経済環境勘定においても適用され，その記述
は重点的に国内における直接の使用や自然環境の状態に関係している。さらにその証明も
同様に国内の環境の状態に限定される。このような記述対象の限定は，国内の経済活動に
よる環境の使用と直接・間接に関連した環境負荷の評価においては，もちろん部分的には
再度中止される。この場合は，とりわけ国際的及び地球的な影響を考慮することが必要で
ある。
SEEAは特定の期間における経済的な経過とそれに関連する環境の使用（フロー勘定）
と，国民経済の貸借対照表勘定（ストック勘定）を含み，後者は生産された固定資産だけ
ではなく，生産されない自然資産も包含されている。自然資産の記述に当たっては，もち
ろん経済的な環境使用及び負荷の分析にとって必要と思われる湯合に限って，自然環境は
表わされる。
経済と環境の相互関係のより包括的な記述は，経済過程の実証にとって，貨幣的な大き
さと並んで物的な量による数値が利用可能な場合にのみ可能である。このようなデータは
もちろん， SEEAでは単独には示されず， 貨幣的単位と物的単位との結合した分析が可
能なように，貨幣的な大きさと関連して示される。
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さらに SEEAに特徴的なのは，その段階的な構成である。まず，伝統的な国民経済計
算において既存の，あるいは予定されているデータと関連させる。それから徐々に，伝統
的なデータシステムを補いあるいは修正するような追加的情報が導入される。図表1には
SEEAのさまざまな構成段階が示されているが，それぞれ国民経済計算（国連SNA)
の伝統的構想とは種々の隔たりがある。
1. 構成段階AではAの構成要素とともに， SNAで既存の情報を環境に関連して詳細
に分類することに限定される。たとえば環境保護の支出や（健康のための追加的支出
など）損害を受けた環境の住民への遡及効果に関連する支出など，環境に関連する
“防御的”な貨幣的支出の確認などがこれにあたる。さらに構成段階Aでは，国民貸
借対照表の枠内における生産された及び生産されない自然資産も詳細に記述される。
本論文の第2節1項で， SEEAのこのサプシステムについて詳しく紹介する。
2. A+Bの構成段階では，伝統的な国民経済計算から得られる貨幣的な支出（その一
部は環境と経済の相互作用の分析をもとに詳細に分類される；構成要素A)は，経済
的な環境使用と自然環境の状態（構成要素B) に関する物的な情報と関連づけられ
る。 SEEAのこのサプシステムは本論文の第2節2項で詳しく述べられる。
3. 伝統的な SNAの支出の細分類及び物的なデータとの関連づけと並んで，経済的
な環境使用及び負荷の貨幣的評価も導入される。したがって，経済と環境の相互関係
のかなり包括的な姿を伝えることが可能な構成段階A+B+Cが作成される。第2節
図表1: 国連国民経済計算に対する環境サテライトシステムとしての SEEA
コアシステム 環壊サテライトシステム 環境統計
SNA SEEA 
SNAの
貨幣的データの 経涛的環壊利用
国連の 環壊に腿遮した の追加的評価 環壊統計の
織分類化
国民経済 A 
-------C -
開発のための
計算体系 SNAの生産 国連の枠艦み
環壊と経済の
(S NA) 相互闘係に調する
物的な情報
8 
SNAの伝統的構想 環填サテライト
システムにおける
SNA構想の
拡彊と変更
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3項で，この経済的な環境作用の追加的評価のためのさまざまな可能性が論じられ，
2つの評価概念が紹介される。すなわち市場価値による評価と，経済的環境負荷から
の防止費用による評価に関してである。
.4. SEEAの構成要素A,.B, Cは， SNAで定められている経済的生産の概念の拡張
が必要ないように構想されている。 この種の制約は， サテライトシステムの SEEA
とコアシステムの SNAとの結合を容易にするであろう。生産概念の拡張の可能性
は，構成段階A+B+C+Dの枠内で論議される。家計のアクテイビティのいっそう
包括的な分析や，環境サービスの供給としての経済的な環境使用の処理，生産活動と
しての環境保護活動のより完全な把握などは，この構成段階で追加的に導入される構
成要素Dに属している。この論文では，構成段階A+B+Cの記述に絞っている。
SEEAの構成要素Dの枠に含まれる家計の環境使用のより包括的な記述は， いずれ
将来この雑誌で報告されるであろう。
サテライトシステム SEEAを作成するための出発点となるデータは，伝統的な国民経
済計算ばかりではなく，環境統計の領域からの特別な情報システムからも得られる。国連
は環境統計の開発のための構想に関する枠組みを公表している10)。さらに，環境統計の企
画と方法論に関する推奨もおこなっているm。SEEAの計画的な構成は， 国連のこの研
究をできる限り考慮に入れている。また経済的活動による環境のさまざまな使用形態を記
述するための体系の形成にあたっては，さらに，国連ヨーロッパ経済委員会がこの分野で
おこなっている提言を十分に適用している12)。
サテライトシステム SEEAはとりわけ，財貨の生産と使用を表しているコアシステム
の部分と関連づけられる。関連づけられた経済活動は，直接に経済的な環境使用に関わる
ことになり， そのため経済と環境の相互関連の分析にとって際立った重要性を持ってい
る。この関連で SEEAの構想は， 特に環境に関して拡張された産業連関表の基礎とな
10) United Nations: "A Framework for the Development of Environment Sta-
tistics", Statistical Papers, Series M, No. 78, New York 1984. 参照。
11) United Nations:'、Conceptsand Methods of En成ronmentStatistics : Statistics 
of枷 NaturalEnvironment-A Technical Report", Series F New York 1991. 
参照。 Shah,R. : "Environment Statistics Programme of the United Nations" 
in Journal of Official Statistics, Band 5, Heft 4, 1989, S. 457f. も参照。
12) United Nations, Economic Commission for the Europe: "Approaches to 
Environmental Accounting", Confer孤 ceof European Statisticians, Document 
CES/700, Genf, June 1991. の概観も参照。
168 
環境・経済統合勘定（良永） 295 
る。この拡張された産業連関表に基づくモデル計算は，さまざまな経済部門とその環境使
用形態との間の間接的な経済的連関の分析を可能にする。さまざまな国の産業連関表を連
結することで，国際的な財貨交易による間接的な環境負荷を究明することもできる。既述
の SEEAハンドブックの第4章では， SEEAの枠組みの中で環境に関して拡張された
産業連関表に基づく産業連関モデルが紹介されている。
SNAの所得と金融のフローの環境に関連した分割については， SEEAのこの論文で
は触れない。 SEEAの最終稿では， 経済と環境の相互関連の包括的な分析のために，こ
のような重要な観点がさらに詳細に触れられる予定になっている。たとえば，環境保護活
動の資金調達や環境使用及び負荷の分配的側面の記述は，特に重要であると思われる。
SEEAは国連のハンドプックでは， 一般的な記号や架空の数値例の貨幣量を用いた表
の形で表されている13)。一般的な記号A,B, C, Dは， SEEAの関連する部分領域の
構成要素を表している。本稿ではこれらの一般的記号は，構成段階A+Bにおいて，物的
な量（構成要素B)を貨幣量（構成要素A)と関連させて記述する際に用いられる。構成
段階A (第2節1項）及び構成段階A+B+Cの説明には，数値例が用いられる。
2. SEEAの構成段階
2.1: SNAの貨幣的支出の環境に関連する細分類（構成段階A)
伝統的な国民経済計算 (SNA)の貨幣的データを， 環境に関連して詳しく分類するの
は，経済と環境の相互関係にある経済活動を別々に実証すること，及び自然資産を国民貸
借対照表の枠内でより詳細に記述することと関係がある。環境に関連して SNAを細分
類するために必要な構想の詳しい説明は，ハンドプックの第2章に書かれている。以下で
は，すべてに関してではないが，いくつかの根本的な点に限定して記述する。
環境に関連した経済活動と，その活動に結びついた経済過程とを別々に明らかにするに
あたって，経済活動による自然環境の負荷を防止したり，あるいはその結果， 自然や住民
の負荷を弱めるような活動がとりわけ重要である。自然環境の維持に関連する限り，その
活動は「環境保護活動」と呼ぶことができる。環境保護活動について記述するにあたっ
13)たとえば， Bartelmus,P./Stahmer, C./van Tongeren, J.: "Integrated Environ-
mental and Economic Accounting: Framework for a SNA Satellite System" 
in Rゅ如 ofIncome and Wealth, Series 37, Number 2, June 1991, S. llf. 
を参照。
169 
296 闊西大學『純清論集』第44巻第2号 (1994年6月）
て，環境保護活動の提供・使用と，環境保護のために投入される設備とは別々に明らかに
なるよう努められる。環境サービスの提供について完全に記述するためには，当該の経済
活動単位の自己目的にとって有用な対内的な環境保護活動も明示される14)。
図表2では SEEAの構成段階Aのために，環境保護活動の提供と使用がその他の財貨
とは別に，例として示されている。この数字はすでに述べたように数値例である。 0とし
て示されている箇所は，ここでの数値例では値を持たないが，場合によっては数値を持つ
こともあり得ることを意味している。余白の関係で，投資財を環境保護のためのものとそ
れ以外の目的のものとには分けていない。図表2の第1列は，第三者のために外部から提
供された環境保護活動を示している。また第2列は，すでに述べたように内部の環境保護
活動すなわち SNAの概念による独立の生産活動ではなく，経済単位のそれぞれの主
なる生産のための援助活動でしかないものを表している。したがって図表2では，この内
部サービスの生産額は0として示されている。この活動に伴う費用は明示されているが，
企業・財産所得に同額のマイナスを記載することによって相殺される。第2列と第3列の
数値を加えれば， SNAによって示される数値が得られる。第三者のために提供される環
境保護活動の使用は，囮表2の第3行と第5行に示されている。数値例では，対外的な環
境保護活動の国内からの提供額は36.2, 対内的な環境保護活動の費用は31.7という額にな
っている。この数値例では，環境保護活動の輸入は0と仮定されている。
図表2の構成段階は，フローとストック勘定による表示が可能なようにしてある。この
ような表示方法は， SEEAの全ての構成段階に応用可能であり， SEEA行列と名付ける
ことにする。
図表2の第2行から第14行は，産業連関表でお馴染みの図式に対応している。すなわち
第2~6行の第1~3列の数値は，財貨の中間需要（従来の産業連関表の第1象限）を，
第2~6行の第4~8列の数値は，財貨の最終需要（産業連関表の第2象限）を表してい
る。また第7~11行の第1~3列のデータは，経済部門の付加価値に関する情報（産業連
関表の第3象限）を提供している。 SNAの構想に対応して，生産部門（第1~3列）に
ついては，英語ではエスタブリッシュメントと呼ばれる事業所とともに，制度的に定義さ
れた経済部門が経済単位として重要である。第2~6行目のように需要を財貨の種類ごと
に示すためには，第13~14行目の（制度的に定義された）生産額を財貨の種類ごとに分類
14) Schafer, D./Stahmer, C. : "Input—Output-Madelle zur gesamtwirtschaftlichen 
Analyse von Umweltschutzaktivitaten" in Zeitschrift fur Umweltpolitik und 
Umweltrecht, Band 12 (1989), Heft 2, S. 127ff. 参照。
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しなくてはならない。
産業連関表を貸借対照表（ストック）勘定と完全に結合するためには，図表2の産業連
関図式を，固定資産の期首と期末の数値，及び当該期間における固定資産のその他の変化
の数値で補わなくてはならない（第6~7列の第1行及び第15~18行を見よ）。さらに生
産された設備の減耗による生産された固定資産の減少は，対応するマイナスの数値で示さ
れなくてはならない（第7行第6列）。
改訂 SNAに対応して示される貸借対照表勘定には，経済的に生産されたものばかり
ではなく，生産されない資産要素も含まれる。資産がどの程度の大きさとして算入される
かは， 市場評価の可能性に依存している。固定資産はSNAでは， 概測可能な市場価格
として，あるいは最低限，市場価格によって評価された大きさから個々の資産の市場価格
として調査可能な限りで示される。
図表3では，固定資産に関して図表2に含まれている情報が，個々の資産の種類に関し
てだけではなく （列の分類）， 対象期間における資産の大きさの変化に関して（行の分
類）， より詳細に分類して示されている。図表3の第3列と第9列は，図表2の第6列と
第7列に対応している。また同様に図表3の行は，図表2の第1~7行及び第15~18行に
対応している。
生産された固定資産の場合は，農林水産業における生きた動植物及び養魚の存在量（及
びその増減）は別々に記載される（図表3の第1列を見よ）。改訂 SNAによれば，林業
の計画的な植林に拠る限り，森林面積やまた青田などもそれに入れられる。経済的に生産
された動植物は，生産されない固定資産とともに（それがのれんや特許権などのように非
物質的な特性を持たない限り）， 自然資産を形成している。生産されない自然資産（図表
3の第4~9列）は SNAによれば， 経済的に直接使用可能で， それ故に市場価値を用
いることができるような，自然環境のほんの一部を成しているに過ぎない。それには，野
生の生きた動植物，地下資源，貯水，土地などが該当しうる。該当しないのは，たとえば
環境媒体としての空気である。
記録期間における資産の変化に関しては，統計的に期首データが許す限り， SNAでは
貸借対照表でのみ示される固定資産の「その他の数量変化」が， SEEAでは特に分割し
て示される（図表2の第15~16行，図表3の第4~16行を見よ）。その際特に， 生産され
ない自然資産の経済的な理由による変化が詳しく記載されている（第5~12行を見よ）。
それには，たとえば自然原料の採掘（動植物，土地，水）， あまりに強度の土地使用（土
地浸食， 農業で使用される土地の質の悪化）， 経済的活動の残余や有害物質による自然環
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境の負荷（森林被害，水質・土壌汚濁）などの， 自然資産の経済的な使用によって発生す
る数量の変化（第6~8行）がある。 SEEAの枠内において特に重要な意味をもってい
る数量変化の記述は，この論文の該当する表（表2~表9)において強調文字で示され
る。さらに，新しい発見や経済的利用可能性の変化による自然資産の評価価値の変化も示
される（表3の第1行）。 自然資産の使用形態が変わる限り， 新しい使用カテゴリーヘの
転記も示される（第12行を見よ）。さらに SEEAの自然資産勘定では， 経済的な理由に
よる自然被害の事後的修復による質の改善も明示される（表3の第9行を見よ）。
生産された動植物の自然的成長は改訂 SNAにおいて，総固定資本形成の一部として
示される（図表3の第2行第1列）。生産されない固定資産が自然の変化を被る限り，数
量変化の枠内において示される（第14行）。 自然資産の変化が， 自然災害や戦争などの異
常な出来事によって起こるならば，それが生産された資産量か，あるいは生産されない資
産量かに関わらず，固定資産のその他の数量変化として示される（図表3の第15行を見
よ）。
2. 2: 物的データと貨幣的データとの結合（構成段階A+B)
SNAの詳細に分類された貨幣的データの記録（構成段階A)は， 第2の構成段階 (A
+B)の枠内において，環境に関連した物的単位による情報で補充される。その際重要な
のは，自然環境の状態と変化に関する報告，自然環境と経済の相互関係に関するデータ，
国民経済内部における財貨の変形過程に関する物的情報などである。物的単位でのこれら
の報告は，必ずしも貨幣的データとは対応しない。物的な記述は， SNAの著しく市場志
向的な構想の枠組に限定された貨幣的データを，部分的には大きく越えている。たとえ
ば，環境の状態や経済と環境の相互関係の記述に関してこのことが当てはまる。他方で，
物的に対応するものがない貨幣的情報もある。たとえば，生産部門の特定の大きさの付加
価値や，市場価格の変化のもとでの資産価値の再評価などがそうである。
構成段階A+Bの構想は， 図表4と図表5によって具体的に示される。図表4の場合
は，物的な情報で拡大された SEEA行列が扱われており， それは構成段階A+Bの構
想に関する概観を与えるものとなっている。貸借対照表勘定（図表4の第6~7列）は図
表5でより詳細に書かれている。構成段階Aの記述（前節参照）と異なり，貨幣的・物的
な情報は数値例ではなく，一般的な記号で書かれている。 Aという要素は貨幣的なデー
タ， Bという要素は物的単位によるデータを表している。両図表の特定の場所には，貨幣
的，物的，あるいはその両方が予想されるかどうかで， A,B, あるいはその両方が記さ
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れている。 AとBの両方が記される場合には，必ずしも同じ記述範囲であるとは限らない
ということを強調しておこう。たとえば物的単位での自然資産の存在量はできる限り完全
に示されなくてはならないが，一方で貨幣的な記載は，自然資産の市場評価が可能な部分
に限られている。さらにAとBという要素は，必ずしも 1つのデータだけから成り立って
いるわけではないことも指摘しておこう。しばしばこれらの要素は， もっと詳しい行と列
の分類からなる表を代表している。この小論の枠内では，さらに詳しくは立ち入ることは
できない。より詳細な情報は，ハンドブックの第3章（特に3.4節及び図表3.8を見られた
い）に含まれている。以下の説明の中でも，それぞれで示されているB要素に詳しく立ち
入ることはできない。
構成段階A+Bの記述のために， SEEA行列は， 特に生産されない固定資産の経済的
使用の実証に関して拡張されねばならない。構成段階Aでは，経済的な環境使用の記述は
貨幣的な記述に限定され，経済全体の資産勘定の枠内でその他の数量的変化の一部として
示されたが（図表3の第5~9行）， 構成段階A+Bにおいては， 経済的な活動と，それ
によって影響される自然資源の変化との関連を立証するような追加的な情報が，物的単位
によって与えられる（図表4の第3~7行）。それに対応する貨幣的な数値は， 固定資産
のその他の数量変化の一部を成している（図表4の第13行を見よ）。 自然資源は経済的な
目的で採掘される限りは，資産勘定におけるストックの減少と並んで（図表4の第3行第
7列を見よ），資源を採掘する経済活動における増加も示される（第3行第1~4列）。自
然資源が当該の国では採掘されず，また外国貿易品として市場に現れずに直接国内に輸送
される限りは（たとえば大海で採れる魚のように）， これらの原料は単に採取経済活動に
おける増加として示される（図表4の第4行を見よ）。財貨として輸入される自然資源の
物的数量は，生産された財貨の使用の枠内で表される（図表4の第2行）。
生活空間や景観としての土地使用の記述は，物的単位においては，それと結びついた土
地使用の変化と特に関連している（図表4の第5行第7列）。・ 数値は使用形態の変化に関
する情報を提供している（たとえば農業の使用に代わる交通空間としての使用など）。ま
た特定の使用形態内部の質的変化に関しても，土地の質的等級の変化に反映される限り，
情報を提供している。
財貨の生産と使用の枠内で程度の差こそあれ多くの変形過程の後，自然から取り出され
た原料は．残余あるいは有害物質として再び自然に逆流する。これらの物質への緩衝とし
ての自然の使用は，第三の使用形態として記述される。たとえば空中への汚染物の排出や
排水の河川への放流などのように，残余及び有害物質が直接自然に放出される限り，その
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物的な量は当該の経済活動における減少，及び当該の環境媒体（空気，水，土壌）の増加
として示される（図表4の第6行第1~7列）。またたとえば化学物質の北海への投棄の
ように，残余及び有害物質が他の国に運ばれ，そこで何等の処理もなく自然環境に捨てら
れる限り，それに対応する物的なフローは輸出として計上される（図表4の第6行第8
列）。それに対応して，輸入された残余及び有害物質も示される（第7行）。
残余及び有害物質が自然環境に直接には投棄されず，先ず別に処理されるか，きちんと
した場所に保存される場合，この物質の「生産者」においては減少，環境保護の当該領域
においては増加が示きれる（図表4の第8・9行）。整理して保存される場合は， 増加は
環境保護の領域の生産された設備に関連している（図表4の第8・9行第6列）。残余及
び有害物質が適当な処理の後に市場価格を持った財貨となる限り（たとえばリサイクル製
品），生産された財貨の使用の枠内において， 物的及び貨幣的な大きさでその使用が示さ
れる（図表4の第2行）。
環境と経済の相互関係の物的な記述においては，空間及び時間に関連した大きさが特に
重要な意味を持っている（図表4の第7列のB**要素及び第1行のB*要素）。空間に関連
した情報．特に土地使用に関する情報は，かなり小さな空間を志向するデータヘの移行を
作り出すが，それは SEEAの記述範囲外である。住民の時間使用に関する情報は，その
都度の滞在種類と環境状態に関するデータと結びついて，当該国における生活の質を解明
する重要な鍵を提供する。
自然環境の状態やその変化に関するさらに詳細な情報は，貸借対照表の詳報を提供する
（図表5を見よ）。構成段階A+Bの貸借対照表は， 既にふれた構成段階Aと同様に，資
産の種類や資産変化の方法と同じように分類される。資産の種類の分類は， とりわけ環境
媒体としての空気や土地に関にして拡張されるが（第6・7列）． そのうち土地面積につ
いては，それと関連した生態系についての記述が追加的に予定されている（図表5の第8
• 9列）。
資産変化の分類については，生産されない固定資産の経済的使用が二重に記載される。
すなわちまず物的に（図表5の第3~5行）， 次に貨幣的な大きさで（第8行）記載され
る。構成段階A+Bでは，経済的使用に関する物的報告は経済的活動と結びつけられるが
（図表4の対応する第3~7行参照），他方で貨幣的な大きさはその他の数量変化の構成
要素に留まっている（図表4の第13行の対応する記録を見よ）。構成段階A+B+Cにお
いて，このような分離は破棄される。そして経済的活動の環境使用は，経済単位のフロー
勘定の枠内で，物的及び貨幣的な大きさの結合した形で記述される。
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概観というこの論文の性格上，自然資産の個々の資産種類の貸借対照表は，不完全な形
でしか紹介できない。土壌浸食の記録は，原料の採掘との関連で指摘される（図表5の第
3行）。経済的に使用可能な土地の量の経済的使用による減少は， 土地の資産種類によっ
て示されるが，それに対応して，浸食された土壌をまず受け入れる環境媒体で転記入（相
殺記入）がおこなわれる（水，空気，土壌， 第3行第5~7列）。既に述べたように，残
余及び有害物質の自然環境への放出は，これらの物質を直接受け入れる環境媒体（水，空
気土壌）によって示される（図表5の第5行第5~7列）。残余及び有害物質のそれ以
外の所在や自然への可能な変換の記述は，未だ SEEAの範囲外である。このためには，
既iこふれた小空間の考察方法の場合と同様に， もちろん SEEAの情報と結合可能な，特
別な環境情報システムを開発しなくてはならない。
2. 3: 経済的環境使用の費用（構成段階A+B+C)
2. 3.1 : 総論
構成段階A+B+Cの枠内では，さまざまな種類の経済的環境使用の費用が評価され，
使用者もまた考慮される。この費用は特に，環境使用と結びついた環境負荷を評価すべき
である。既に述べたように，この概観論文の枠内では，使用費用を調査するための 2つの
アプローチを紹介する。すなわち， 自然資産の市場価値のために環境使用の結果を評価す
る方法と，環境使用で負荷される影響を防止するための費用の計算方法である。さまざま
な評価のアプローチに関するより詳細な情報は，ハンドブックの第4章に書かれている。
両評価方法とも，経済的な使用による自然資産の質的・量的変化を貨幣的な大きさで評
価する点では共通である。この価値の大きさは国民貸借対照表の枠内では， 自然資産の量
的変化として取り扱われ，それに対応する転記入（相殺記入）は， 自然資産を使用する経
済活動における費用としておこなわれる。この概念は，費用の一部であるとともに資産の
変化でもあるような，生産された資本財の減価償却における処理法に対応している。
市場評価と防止費用のアプローチは， 経済的な環境使用をさまざまな視点から記述す
る。
1. 市場評価においては，対象期間に観察される経済的な環境使用によって影響を受け
る自然資産の数量変化が評価され，またそれに関係する使用者において， 自身でこの
資産の変化に影響を与えたかどうかに関係なく， 費用として計上される。 したがっ
て，環境使用に基づく土地の価値喪失は，たとえ使用者が環境の負荷に責任がない時
でも，それによって負荷される使用者を計算に入れる。
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2. 防止費用のアプローチでは，対象期間における経済的活動による環境利用は，それ
を引き起こした経済単位がこの負荷に自ら関与しているかどうかに関わらず，環境へ
の影響の可能性の鏡点から評価される。したがって，空気汚染の物質を発生する活動
をした経済単位は，汚染物質が当該期間に大気汚染に結び付かずとも，あるいは当該
国の外部で汚染となっても，この汚染を防止するための費用が負荷される。
SEEAで予定されている自然資産の数量変化の市場評価は， SNAで予定されている国
民貸借対照表のための評価概念に対応している。したがって，市場価値による環境費用を
導入しても，国民貸借対照表の枠内になんら根本的な変化は生じない。それに対して新し
いのは，関係する経済活動における費用の立証という点である。生産をしている経済単位
に追加的な費用が生じた場合，生産額一定の仮定の下では，付加価値が減少する。
付加価値の減少額は，経済部門のエコ付加価値（市場価値概念）を表しており，経済全
体ではエコ GDP(市場価値概念）が生じる。市場価格での純付加価値の減少は，いわゆ
るエコマージンによって再び相殺されるが，ェコマージンは自然からもたらされた経済活
動の補助金と解釈することができる。要素費用による純付加価値及び所得の大きさは，こ
のような記載方法には影響されない。
防止費用のアプローチの場合は， フローの計算においても資産勘定においても， SNA 
に対して変化がもたらされる。資産勘定の場合は，防止費用で評価される数量の変化は，
市場価値の変化と防止費用の差額に含まれている転記入（相殺記入）とともに，一般的に
市場価値概念に従って作成される貸借対照表に適応される。それにより存在量の変化は回
避される。防止費用のアプローチによる存在量の再評価は，直ぐには実現不可能に思われ
る。同様にして，経済活動による環境の負荷を防止するために不可欠な費用を含む追加的
な環境使用費用は，転記入によってまず市場価値概念に変換され，それから既に述べたエ
コマージンによって完全に転記入される。したがってこのような評価概念は，所得の大き
さにはいかなる影響も及ぼさない。防止費用では，多かれ少なかれモデルによる計算の助
けを借りてのみ調査可能な仮定的な大きさが扱われており，それ故に必要不可欠である。
SEEAにおいて予定されている環境使用費用の記述方法とともに， 現在なお部分的に
は論争となっているエコ GNPに関する議論が具体化されなくてはならない。付加価値
や国内総生産を環境に関連して修正することの解釈よりも，環境に関連する費用の大きさ
を調べたり，国民経済のモデル計算の枠内でのその分析の方が重要に思われる。これに加
ぇ， 研究目的に応じて，経済的な環境使用のためのさまざまな評価アプローチに意義が
あり，それ故エコ GDPゃェコ GNPを導き出すことはできない。むしろここでは，連
180 . 
環境・経済統合勘定（良永） 307 
邦環境庁のテプファー教授の定義にしたがって， 基準量のベクトルの方が重要である。
GDPゃGNPを環境に関連して修正する可能性を，このようにより注意深く解釈するこ
とは，次のような事実によっても支持されている。すなわち，不十分な統計的素材は近日
中には，経済的な環境使用の一面やそれに関連する負荷をかろうじて評価できるに過ぎな
いということである。それ故，ェコ GNPの可能な大きさに関する 1つのベクトルの代わ
りに，評価概念と完全性の程度を組み合わせて分類した，様々な評価の可能性を内包する
1つの行列についても語ることができるかもしれない。
2.3. 2: 市場価値概念
図表6・7は， 市場価値概念を適用した SEEAの構成段階A+B+Cの構想に関し
て概観したものである。構成段階AやA+Bの記述と同様に， この段階も2つの概念図
(SEEA行列と貸借対照表）の助けを借りて記述している。簡単に理解できるように，
構成段階Aで既に用いた数値例を引用している。しかし SEEAのこの段階においても，
物的及び貨幣的な大きさの結合した実証が予定されていることを強調しておこう。物的な
報告においては，構成段階A+Bとの関連で記述されている構成要素Bが重要である。
構成段階A+Bの枠内で，経済活動との関連で物的な大きさによる経済的環境使用がす
でに触れられており，それとともにこの活動のフロー勘定と結びつけられている。しかし
それに対応する市場価値による貨幣的支出の記録は，貸借対照表のデータに限定されてい
る。構成段階A+B+Cにおいてようやく，物的及び貨幣的単位による経済的環境使用の
記述がフロー勘定にも拡張される。その際すでに述べたように，貨幣的支出は追加的な環
境使用費用として扱われる。 SEEAの構成段階AやA+Bとは異なり， 市場価値概念を
適用した構成段階A+B+Cでは，追加的な貨幣支出は報告されない。必要なのは，既に
貸借対照表で得ているデータを，使用している経済部門に関係づけることである。
図表6では，生産されない固定資産の使用は第3~9行で示されている。これら資産の
大きさ（第3~9行の第7列）が使用に応じて変化することは，図表7でさらに資産の種
類に分けて示されている（第3~8行）。その報告はすでに構成段階Aにおいても，固定
資産のその他の数量変化（図表3の第5~9行）の一部の大きさとして記されている。
自然原料（野生の動植物，地下資源，水）は数値例では1.6 (図表6の第4行第7列）
だけ採取・採掘されている。それに対応する環境使用の費用は，この採取を直接行う経済
活動において記帳されている。この原料採取の市場価値化は，市場に出せるような状態に
加工された原料の市場価格と，採取・輸送・初期処理で発生した費用（投下資本の利子を
含む）との差額によっておこなうことができる。数値例では，家計も消費目的のために原
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料（たとえば薪や水）を自然から直接採取することが仮定されている（図表6の第4行第
4列； 0. 3)。この記帳方法は， 各国が改訂 SNAに対応して薪や水などの採取を生産活
動として扱うならば， もちろん根拠が薄弱となるかもしれない。
特に困難な評価問題は，生活空間や景観としての土地使用において発生する。経済的な
使用との関連における市場価値の変化は，現存する統計データが許す限り，次の3つの段
階で把握される。
1. 土地の使用変化（たとえば農業使用に代わる交通用地としての使用）が計画される
ならば，該当する土地は，従来の市場価値から将来の使用方法の市場価値へと転記さ
れる（図表7の第13行第8・9列； 3.4)。
2. 使用の変化に伴う土地の価値上昇はまず，質の向上措置に伴う総固定資本形成とし
ての費用の大きさで記帳される（図表7の第2行第8列； 4. 6)。市場価値の上昇がこ
の措置費用から乖離する限り， その一部である差額は（たいていはプラスである），
生活空間や景観としての土地使用において記載される（図表7の第5行）。 このよう
な記載方法は，それ自体総固定資本形成の上昇を意味している。 SEEAの数値例で
は，そのような乖離は存在しないことが仮定されている。
3. 土地使用の過程で品質の劣化が生じる。たとえば強度の農業使用によって，腐植土
壊の化学組成の悪化や土壌の浸食などが生じる。このような損失は（数値例では図表
7の第5行第8列； 1. 1), たとえ品質の悪化がそれ以前から生じていようと，あるい
は現在の使用方法と直接関連がなかろうと，品質の悪化に関係する土地使用者におけ
る使用費用として示される。
上述した経済的使用による土地の市場価値の変動の記録は，統計的には大きな困難があ
る。というのは土地の市場価格は， しばしば必要な区分がなされていないためである。農
業的な使用の場合はそれ故，質的な悪化は割り引かれた将来の収益損失によって評価する
ことが必要であろう。
残余や有害物質の負荷による生産されない自然資源の市場価値変動は（数値例では，図
表6の第7行第7列； 10.1), 特に水質及び土壌質の低下に関係がある。 ここでもまた価
値評価は，直接観察される市場価格か，予想~収益価値のもとで決定される。使用費用は再
び，それ自体が損失の原因となっているかどうかに関わらず，この自然資源の当該使用者
のもとで記載される。
使用に基づく損失が再び除去される限り （たとえば国家の措置によって）， それに影響
される修正額としての市場価値の上昇は，該当する資産額のもとで，あるいはこの場合フ゜
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ラスの記号を付けて，自然資産の当該使用者のもとで記載される（図表6の第8行参照）。
民間消費の枠内での環境使用費用は（図表6の第4行第4列； 0. 3), 生産部門（家事サ
ービス）に振り替えられる（図表6の第9行）。家計の当該の活動は， 同時に生産概念の
必要な拡張に関して結論が引き出されない限り，生産活動と見なされる（ハンドプックの
5章に記されている SEEAの構成段階A+B+C+Dを参照）。
環境使用費用総額（市場価値概念； 20.8)及び生産された資本財の固定資本減耗(26.3)
を GDP(生産額一生産された財貨の中間投入； 517. 4-224. 0=293. 4)から控除すると
ェコ GDP(市場価値概念； 246.3, 図表6の第11行参照）が得られる。既に述べたように
転記入（相殺記入）が行われるならば（図表6のエコ＿マージン参照，第12行； 20.8), 
伝統的な国内純生産 (NDP)の値が得られる（第13行； 267.1)。
2. 3. 3: 防止費用アプローチ
図表8・9は，経済的な環境使用の評価のための，防止費用概念を適用した SEEAに
関する概観を提供している。市場価値アプローチの場合と同様に, SEEA行列とより詳
細な貸借対照表を紹介する。データが比較可能な限り，利用する数値列は SEEAの他の
段階のものに対応している。
防止費用による生産されない固定資産の使用は，図表8の第3~10行及び図表9の第3
~8行に示されている。既に述べた市場価値概念への移行のための転記入（相殺記入）
は，図表8の第13行及び図表9の第10行で行われている。図表8・9のその他の数値は，
図表6・7のデータに対応している。
国内の経済単位の環境使用費用は．防止費用アプローチによれば合計で82.0に達してい
る（図表8の第3行第1~4列参照）。この値は次の要素から成り立っている。
1. 経常的な生産における使用費用（第4~7行第1~3列； 59.8) 
2. 生産された固定資産財貨の環境負荷的残留による使用費用（第7行第6列； 5.1) 
3. 民間消費の枠内における活動の使用費用（第4~7行第4列； 17.1) 
国内の経済単位の環境使用費用は，使用によって引き起こされる環境の被害を除去する
ための手段によって減少する（第9行第1~5列；ー5.0) 
経済的な環境使用には，国境を越える影響がある。原料は国境外の地域から直接取り出
され（たとえば漁業によって）． あるいは残余・有害物質は国外に輸送され， そこで捨て
らりたりする（たとえば大洋に）。数値例では， 国内の残余物質や有害物質は外国に輸送
され，逆に外国の物質が国内に捨てられることを仮定している（第7行第8列；ー4.7, 
第8行第7列；ー1.6)。既に述べたように，ここでは保存ではなく，無秩序に堆積させる
185 
?
?
図
表
8
:
 
環
境
使
用
費
用
（
防
止
費
用
概
念
）
を
明
示
し
た
S
E
E
A
行
列
（
構
成
段
階
A
+
B
+
C
)
（
数
値
例
）
?
?
?
?
計
対
?
?
?
1
 期首
スト
ック
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
2
生
産
財
貨
の
使
用
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
3
非
生
産
國
定
資
産
の
縫
清
的
使
用
・
・
自
鑢
原
料
の
採
掘
国内顕
泉..
...
...
...
...
..
海外濾
泉..
...
...
...
...
..
生
活
空
閾
・
景
観
土
地
使
用
・
・
・
・
鶏
余
・
有
害
物
質
の
負
荷
7
 
国内謳
泉・・
．．．
．．．
．．．
．．．
．．
8
 
海外謳
皐・．
．．．
．．．
．．．
．．．
．．
9
 
iE
II
I 
Iこ
伴
う
撮
害
の
除
去
・
・
・
・
・
・
10
 
自
鑢
資
産
使
用
費
用
の
転
記
・
・
・
・
11 
固定
資本
減耗
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
12
エ
コ
＇
付
加
価
値
／
エ
コ
G
D
P
…
•
（
防
止
費
用
概
念
）
13
 
市
場
価
値
概
念
へ
の
調
整
・
・
・
・
・
・
14
 
エコ
マー
ジン
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
15
 
純
付
加
価
値
／
エ
コ
ND
P•
••
•
16
 
生産
額・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・
17
固
定
資
産
の
そ
の
他
の
数
量
変
化
・
・
18
市
場
価
格
の
変
化
に
よ
る
再
評
価
・
・
19
期
末
ス
ト
ッ
ク
...
...
...
...
...
. 
-
注
）
対
外
環
境
保
護
活
動
（
第
1
列
）
は
リ
サ
イ
ク
ル
を
含
む
。
4
 ----= 
17
5.
0 ゜
+0
.3
 
+0
,2
 ? ? ? ?
?
?
?
．
．
?
?
?
?
?
?
?
? -7
. 
6
 
-0
.5
 
19
. 
0
 
36
.2
 
+0
.4
 
o.o
 
+4
.2
 ゜
+2
.1
 
+4
.8
 
-2
9.
4 
-6
.5
 
-0
.2
 
-2
2.
 7
 
+1
6.
B 
+B
.B
 
+2
3.
3 ゜
+1
8.
3 
+2
0.
2 
20
3.
6 ?
?
?
．
．
．
．
?
? ?
?
??
?
?
?
?
?
+0
.7
 
+0
.8
 
+1
5.
6 ゜
-1
7.
1 。
5
 
----= 42.
5 
-5
.0
 
-5
.0
 
+5
.0
 
-0
.9
 
+5
.1
 
-5
.1
 
-2
6.
 3
 
+0
.9
 
-2
5.
3 
+1
50
. 
7
 
12
42
. 
9
 
7
 
17
56
.4
 
7.
-3
 
-7
3.
0 
-1
7.
3 ゜
-9
.8
 
-4
9.
3 
-1
.6
 
+5
.0
 
+5
2.
 2
 
?
?
?
?
?? ＿
?
-4
.7
 
+4
. 
7
 
?
?
•
 
．
．
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
+2
3.
 7
 
+4
10
. 
5
 
21
77
. 
1
 
?
?
?
?
?
?
•
 
•
•
•
•
•
•
•
•
 
?
?
―
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
? ?
?
蓋耳
汁撫
「階
遥膨
論」
瀕た
湘瀕
2 中 (1
99
4~
6
?
?
図
表
9
:
 環
境
使
用
費
用
（
防
止
費
用
概
念
）
を
明
示
し
た
S
E
E
A
貸
借
対
照
表
（
構
成
段
階
A
+
B
+
C
)
（
数
値
例
）
生
産
生
産
動
植
物
野
生
の
動
植
物
? 水
生
産
?
空
気
?
?
?
1
 期首
スト
ック
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
2
総
資
本
形
成
（
生
産
財
貨
使
用
）
．
．
3
非
生
産
固
定
資
産
の
縫
清
的
使
用
・
・
4
 
自
総
原
料
の
採
掘
•
•
…
•
 …
.
.
.
 
5
 
生
活
空
1111・
畢
饂
土
地
使
用
・
・
・
・
6
 
裏
余
・
有
害
輸
質
の
負
荷
・
・
・
・
・
・
7
 
使
用
に
伴
う
楓
害
の
除
去
·
…
•
•
8
 
自
然
資
産
使
用
費
用
の
転
記
・
・
・
・
9
 固
定
資
本
減
耗
.
.
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
10
市
場
価
値
概
念
へ
の
調
整
・
・
・
・
・
・
・
・
11
固
定
資
産
の
そ
の
他
の
数
量
変
化
・
・
12
 
非
生
産
固
定
資
産
へ
の
そ
の
他
の
経
済
的
影
響
・
・
13
 
固
定
資
産
量
へ
の
そ
の
他
の
影
響
14
市
場
価
格
の
変
化
に
よ
る
再
評
価
・
・
15
期末
スト
ック
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
tD +l. 4
 ?
?
?
?
?
?
?
?
．
．
?
?
?
?
?
?
?
資
産
の
他
の 産
匹
2
 
99
1.
 3
 
+6
8.
0 
-0
.9
 
-0
.9
 
+5
. 
1
 
-5
. 
1
 
-2
3.
0 
.
 +O
. 
9
 
-2
5.
3 
-2
5.
3 
+
 13
8.
 I
 
11
49
. 
1
 
~
 
-3
.7
 
-3
.7
 ?
?
?
?
．
．
．
．
．
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
．
．
?
．
．
?
?
?
?
4
_
6
-
—
 
?
― ?
?
?
?
? ? ??
?
缶 1ー7.
6
-4
.7
 
-1
5.
9 
+3
.0
 ?
?
?
?
．
．
．
．
．
?
? ? ? ?
?
?
?
?
?
?
?
-2
0.
4 
-2
0.
4 
+2
0.
 4
 
土
地
（
生
態
系
含
）
土
壌
I
 土
地
面
積
門］
彗地
13
66
. 
7
 
50
. 
4
 
4. 
6
 
-
-7
.7
 
-2
. 
1
 
-7
.7
 
-2
.1
 
0
 
0
 
+I
. 
I
 
-0
.9
 
?
-1
2.
6 
-1
4.
6 
+2
.0
 
+1
2.
 6
 
+3
.4
 
-4
.3
 
+3
57
.5
 
17
21
.3
 
?
?
•
•
 
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
（
?
?
）
?
?
?
•
•
•
•
 
?
?
?
― ?
?
?
?
?
?
?
?
314 闊西大學『癌清論集」第44巻第2号 (1994年6月）
ための直接輸送のみを対象としている。
国内の自然資産は，防止費用で評価される環境使用によって，ー73.9という額になって
いる（図表8の第3行第6~7列）。防止費用アプローチではまたさらに， 生産された自
然資産の環境使用による価値変化も導入される。ただし防止費用での評価が，財貨の使用
勘定の枠内で，生産された自然財に適用される市場評価から乖離する場合に限られる（第
3行第6列；ー0.9)。環境使用の個々の方法については， 防止費用アプローチに基づい
て，使用費用及び自然資産の価値変化に対して次のような計算方法が採られる。
1. 自然原料の採掘の場合，市場評価の場合とは異なり，動植物の自然的成長，地下資
源の自然的増加，水の流入などによって再び相殺されることのない原料の量だけが査
定される。再生可能な原料（生物原料，水）の場合，自然的な増加によっては相殺可
能ではない量は，今までの自然均衡の維持のために必要な，該当する抽出部門の純付
加価値の減少によって評価される。再生不可能な原料（特に地下資源）の場合は，生
産の制限節約措置，消費構造の変更，及び自然に優しい技術への移行などを包括す
る一連の政策費用によって評価される。このような原料の長期的な採掘を完全に防止
することは，普通は不可能である。
2. 生活空間や景槻としての土地使用の場合は，負担を与える経済活動の縮小，移動あ
るいは構造改革のために必要な費用によって，長期環境負荷の防止費用を見積もるこ
とができる。このような費用はとりわけ当該部門の付加価値に不可避の減少によって
調査することができる。
3. 残余及び有害物質による環境負荷は，直接の原因の場合は，環境に負荷する排出を
防止する費用の評価によって見積もられる。これは生産技術の変化，生産や消費にお
ける構造変化，アフターケア的な環境保護手段，そしてまた最後の手段としては消費
の断念によって起こりうる。防止費用は環境保護の追加的支出，生産及び消費の転換
の費用，及び生産と消費の減少によって影響を受ける付加価値と民間消費の減少を包
含している。一連の政策の評価を確定するに当たって，所与の目的（長期の環境負荷
の防止）を達成するために，費用が最も有利な組み合わせが選択される。
市場価値概念による使用費用の場合と同様に，民間消費の活動において生じる費用（図
表8の第4~9行第4列； 17.1)は，生産部門（家事サービス）に転記される（第10行第
3列）。また同様に，生産された固定資産による負荷（第7行第6列； 5.1)との関連で，
環境使用費用はこの資産量を使用する部門にも転記される（第10行第1~3列）。
国内生産者を加え合わせた総防止費用（図表8の第3行第1~3列； 82.0)は，今度は
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ェコ _GDP (防止費用概念）を求めるために引用される（第12行； 185.1)。市場価値概
念及び伝統的な国内純生産概念への移行を考慮すると， 国内総生産 (GDP)からエコ
GDPを経て，国内純生産 (NDP)に至る次のような段階的な計算式が得られる。
国内総生産 (GDP)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・293.4 
一生産されない自然資産の使用費用（防止費用アプローチ）………………・・・82.0
一生産された固定資本財の減価償却...……………………••…………………… ·26.3 
＝エコ GDP(防止費用アプローチ）…• ••• ……•……………•• ……...... ……・・185.1 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-61. 2 ―市場価値概念への移行
＝エコ GDP(市場価値概念):・ …... ……••…………... …………......... …・・・246. 3 
ーエコマージン・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-20.8
＝国内純生産 (NDP)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・267.1
伝統的な社会的生産物の計算においては，国内純生産は減価償却を控除することにより
直接得られる。
国内総生産 (GDP)•·······································································293,4 
一生産された固定資本財の減価償却……………………………………………...26.3 
＝国内純生産(NDP),,........................ …................... 267.1 
3. SEEAの実現可能性15)
3.1: SEEA実現における柔軟性と相互依存性
これまでの節で記述した SEEAは，最初に述べたように．経済活動と自然環境の相互
関係を記述するための構想の枠組を提供するはずである。そこでは構想は包括的に提示さ
れているので．さまざまな発展段階にある国々や異なる地理的境遇に属する国々の環境と
経済の関係も描き出すことができる。さらに代替的な記述アプローチ（たとえば評価にお
ける）も．一定の方法で相互に組み合わせられるように概念の選択が試みられる。
記述対象や記述方法の可能性が多様であることは, SEEAの構想を個々の国で完全に
実現するのは，強制的に不可欠というわけではないこどを意味している。これはまた，多
くの記述範囲のためのデ＿タベ＿スが不十分であるために，不可能である。各国は SEEA
の実現にあたり，優先的な環境問題とデータの利用可能性に左右される選択に直面してい
15)これに関しては， Hamer,G./Stahmer, C., a. a. 0., S. 242f. における実現のため
の具体的提案を参照されたい。
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る。どの程度環境負荷の貨幣的評価は行われるべきか， どの評価基準を考慮すべきか， と
いう問題にあたっては，政治的な基準も考慮に入れなくてはならない。
SEEAは，実に様々な方向に展開することができる伝統的な国民経済計算の拡大を可
能にする。フロー量のバランス（勘定）表が源泉と行方を完全に示すこと，及びストック
量の貸借対照表がその変化を示すものを完備しているという原則が保証されるならば，こ
の論文の第2節で書いた SEEAの構成要素は，それぞれ独立に実現可能であり，また一
定の方法で国民経済計算の期首データと結合可能である。 このようなユニットシステム
は，特定の計算との関連によってのみ限界が生じる。したがって多くの場合まず，貨幣的
な評価のための適切な初期量を得るために，物的な量による報告を改善することが不可欠
である。
図表10は SEEAの構成段階A+B+Cの実現するにあたって可能な構成要素を概観し
ている。そこでは，各構成要素もまた，折々の記述対象の，部分的にもそれぞれ独立に処
理することのできる個々の観点の一つの総括を意味していることに注意しなくてはならな
い。
図表10に描かれている構成要素は，構成段階A+B+Cで予定されている 3つのグルー
プに分類される。構成要素Aの枠内では，生産されたあるいは生産されない自然資産のた
めの市場価値での貸借対照表の作成，及ぴ貨幣量による環境保護活動と環境に限定された
損害の把握が，実現可能な重点項目として報告される。物的な報告との関連で（構成要素
B), 財貨， 自然資源及び残余・有害物質の貸借対照化， 自然形態や環境システム， 及び
環境媒体の質（汚染物等の侵害状況）などの記述が， 評価可能な重点項目として示され
る。汚染物等の侵害状況については，集約的な指標を開発するという点に，補助的な研究
の重点が置かれる。経済的な環境使用の追加的な評価（構成要素C)との関連では，図表
10には防止費用による評価アプローチのみが記載されている。構成要素Cとして同様に予
定されている市場価値による環境使用費用は，比較的容易に構成要素Aの枠内で報告され
ている額から導出することができる。この評価アプローチのもとでは，経済的な環境使用
によって影響される資産の変化を，個々の使用部門にただ単に関係付けることもさらに必
要である。
SEEAの柔軟な実現は，個々の構成要素がただ決められた順序で取り扱われるならば，
既に述べたように限界にぶつかる。図表10に描かれている矢印は， SEEAの実現段階の
計画において考慮されねばならない個々の構成要素間の相互依存性を明らかにしている。
図表10は特に， SEEAの実現にあたって， 物的な単位による報告が特に重要であること
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を明確にしている。構成要素AとCの計算は，物的なレベル（構成要素B)での事前準備
に著しく依存している。構成要素AとCの貨幣次元での報告は，それほど緊密な関係にあ
るわけではなく，相互に独立に計算することが十分可能である。もちろん貨幣による追加
的な評価の結果（構成要素C)は， SNAから導かれた環境関連の情報と結びついてはじ
めて意味のあるものとして解釈される。
3. 2: 連邦統計局の環境経済計算の枠内での SEEAの実現
ドイツ連邦共和国における環境・経済統合計算の構築は，次の3つの活動重点を前提と
している。
1. 構想に関する議論の継続
2. 統計データベースの拡張
3. 段階的な経験的実現化
SEEAの開発と実現は， 全ての構想に関する問題が解決され， 各観点におけるデータ
的基礎が満足されるまで待てないほど切迫しているように思われる。それに対して，まず
現存するデータ資料をできる限り完全に利用し尽くし，それにより構想の銀点においては
まった<, あるいはほとんど困難ではない SEEAの部分領域を扱うことは有意義なこ
とである。構成段階A+Bの構成要素は特にこれに該当している。第2の研究段階にお
いては， 経済と環境の相互関係のより完全な記述に成功するために， その間に改善され
たデータベースとさらに進められた構想に関わる考察とを利用することができるであろ
う。 自然環境の経済的使用の評価（構成段階A+B)や， 経済活動のより拡張された記
述に対する考察 (SEEAの構成段階A+B+C+D)などは， この段階に属するであろ
?? ?
ドイツ連邦共和国における SEEAの実現にとっては，連邦統計局のより包括的な環境
経済計算に，有意義に適応させることが特に重要である。連邦統計局が環境経済計算諮問
委員会のために作成した環境経済計算に関する計画的展望には，さらに次のように対応が
決定されている。
「SEEAは環境経済計算の重要な構成要素とみることができる。 SEEAの構想の実現
はそれとともに，環境経済計算に対する連邦統計局の研究の枠内において，極めて重要な
意義を持っている。これは一方で，環境経済計算の国際的な比較可能性が高まることを意
味している。他方で， ドイツ連邦共和国における環境経済計算（とともに SEEA)の段
階的実現は， SEEAの国際的水準での計画的発展にとって重要な刺激になるものと期待
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できる。」16)
環境経済計算で予定されている記述領域＂）は， SEEAの構成要素の中にも対応するも
のがある。
1. 環境に関連した経済活動（環境保護対策）は， SEEAでは特に構成要素Aの枠内
で取り扱われる。
2. 自然環境のさまざまな使用形態（自然資源の採掘，残余・有害物質の受容器として
の使用，場所及び生活空間としての使用）は， SEEAでは構成要素Bの枠内では物
的単位で記述され，構成要素Cとしては評価されて記述される。
3. 環境の質的状態の記述は，物的単位による SEEA固定資産貸借対照表（構成要素
B)の一部である。
記述対象の選択においてはここに見られるように一致があるにもかかわらず， SEEAは
環境経済計算の単なる部分システムと考えることができる。 SEEAは， 経済活動に関す
る国民経済計算データと連結する中で，経済と環環の相互関係に関して重点的に情報を包
含している。その際 SEEAの構想は，サテライトシステムの情報と国民経済計算のコア
システムの統合分析が可能なように選択されている。環境経済計算にはこの制約はない。
それは， SEEAの枠内で得られる内容と並んで，環境， 経済， 人口などさまざまな統計
の初期データを含んでおり，それらはさまざまな観点から，そしてさまざまな範囲におい
て凝縮されている。環境経済計算の枠内で必要とされる研究の学際的性格は， SEEAの
場合よりも際だっている。さらに環境経済計算は，たとえば土地使用のための統計的情報
システム (STABIS)の枠内におけるように，その種類によってまず詳細に分類された空
間的分析に関連し， したがって SEEAのかなり集約された情報に並ぶような報告も包含
している。と同時に，土地情報システム STABISとともにようやく，空間的に細分化さ
れたデータの連結と集約の可能性が開かれる。
図表1には，環境経済計算の作成における基礎統計データからの報告と国民経済計算の
16) Bundesminister filr Umwelt, Naturschutz und Reaktorsicherheit (Hrsg.), a. 
a. 0., Erganzende Beitrage, Statistisches Bundesamt: "Konzeption fur e畑
Umweltokonomおc加 Gesamtrechnung'',S. 42. 
17) Radermacher, W., a. a. 0., S. 413f. 及び Bundesministerfilr Umwelt, Na-
turschutz und Reaktorsicherheit (Hrsg.), a. a. 0., Erganzende Beitrage, Sta-
tistisches Bundesamt, a. a. 0., Abschnitt II "SEEA als Teilsystem der 
Umweltokonomischen Gesamtrechnung", S. 61f. を参照。
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成果の協調が，かなり節略化された形で表されている。 SEEAの規則に従って作成され
た国民経済計算に対する環境サテライトシステムは，環境経済計算と国民経済計算の断片
であると見なすことができる。両者の対応する重複部分とともに，環境経済計算は環境・
経済・人口統計などからの基本情報をも包括している。
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